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　本書は、「中小企業経営」「中小企業政策」の２編から構成されています。

　第１編「中小企業経営」では、中小企業の動向や特徴、中小企業が経営資源を調
達する際の各種課題、労働生産性の状況などを、『中小企業白書2023年版』を中
心に重要論点について解説をしています。
　『中小企業白書』とは、中小企業基本法に基づき、中小企業の動向について毎年
政府が国会に提出する報告書です。この白書は、各種機関の統計調査やアンケート
などの図表を掲載し、その内容を文章で説明するという形式をとっています。

　中小企業白書2023年版は、次のような構成になっています。
第１部：令和４年度（2022年度）の中小企業の動向
第２部：変革の好機を捉えて成長を遂げる中小企業

　なお、平成26年の小規模基本法（小規模企業振興基本法）の成立に伴い、中小
企業白書とは別に、小規模企業白書が新たに刊行され、平成28年度以降、本試験
では、小規模企業白書からおおむね３問（３マーク）出題されています。本書は小
規模企業白書2023年版についても試験対策上必要と考えられる論点を盛り込んで
いますので、安心して学習してください。

　第２編「中小企業政策」では、中小企業基本法や具体的な中小企業施策につい
て、『中小企業施策利用ガイドブック』等をもとに、試験に必要な重要施策を中心
に解説しています。
　国は、法律に基づいて金融や税制、経営相談などさまざまな支援を中小企業に対
して行っています。そのようなさまざまな支援策の活用が中小企業の経営革新や経
営力向上等につながり、日本経済の活性化にもつながります。

　皆様が本書を活用され、見事合格されることを祈念しています。

2023年11月
TAC中小企業診断士講座

はしがき
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本書の利用方法
　本書は皆さんの学習上のストーリーを考えた構成となっています。テキストを漫
然と読むだけでは、学習効果を得ることはできません。効果的な学習のためには、
次の１～３の順で学習を進めるよう意識してください。

　１．全体像の把握：「科目全体の体系図」「本章の体系図」「本章のポイント」
　２．インプット学習：「本文」
　３．本試験との関係確認：「設例」「出題領域表」

１．全体像の把握
　テキストの巻頭には「科目全体の体系図」を掲載しています。科目の学習に入る
前に、まずこの体系図をじっくりと見てください。知らない単語・語句等もあると
思いますが、この段階では「何を学ぼうとしているのか」を把握することが重要で
す。
　また、各章の冒頭には「本章の体系図」を掲載しています。これから学習する内
容の概略を把握してから、学習に入るようにしましょう。「本章の体系図」は、「科
目全体の体系図」とリンクしていますので、科目全体のなかでの位置づけも確認し
てください。

◇ 中小企業・小規模企業者の定義はどのようなものか。
◇  中小企業・小規模事業者は我が国全体の企業数・事業所数のどの程度を占める
のか。

◇ 中小企業や小規模事業者の数はどのように推移しているのか。
◇ 産業別規模別の売上高および付加価値額はどのようになっているか。
◇ 中小企業の経営指標にはどのような特徴があるのか。
◇ 中小企業向け貸出残高はどのように推移しているか。

中小企業とは

中小企業の位置づけ

中小企業の定義

中小企業の強みと弱み

企業数、従業者数、開廃業率

産業別規模別の売上高および付加価値額

中小企業の経営指標など

！ 本章のポイント

本章の
体系図

第１章　中小企業概論

●第１章　中小企業概論2

まず、全体像を把握。
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　中小企業に対する税制にはさまざまなものがあるが、ここでは代表的なものを学
習する。

❶▶青色申告制度 
　青色申告制度は、会計取引を正規の簿記の原則（複式簿記）に従い会計帳簿に記
入し、その帳簿に基づき税務申告をする者に対して、税法上の特典を与える制度を
いう。個人事業者では、青色申告特別控除、青色事業専従者給与控除といった特典
が用意されている。

❷▶中小企業に適用される税制 
1 中小企業（中小法人）の範囲
　法人税法では、資本金１億円以下の企業を中小企業（中小法人）としている。中
小企業基本法と異なり、業種区分や従業員基準はない。

R5 26

R4 25

R2 20

図表 ［2－2－9］　中小企業（中小法人）の範囲

業種区分 法人税法における定義 中小企業基本法の定義

製造業、建設業、運輸業など

資本金１億円以下

資本金３億円以下または
従業員数300人以下

卸売業
資本金１億円以下または
従業員数100人以下

小売業、飲食店
資本金５千万円以下または
従業員数50人以下

サービス業
資本金５千万円以下または
従業員数100人以下

2 内容
❶　対象
　業種や従業員数にかかわらず、資本金１億円以下の法人等（ただし、大法人（資
本金等が５億円以上の法人）の100％子会社等は対象外）。
　なお、中小企業等協同組合については資本金額にかかわらず（一部例外あり）、
軽減税率の対象となる。

❷　措置内容
１）①支出した交際費等の年800万円までの全額、②支出した接待飲食費の50
％（上限なし）のどちらかを選択して損金算入可能（令和６年３月31日まで
の時限措置。ただし、２年間の延長要望が出されている）。

 ３ 中小企業関連税制

●第２章　中小企業施策236

重要な語句は太字で表
示しています。

語句の定義を色文字で
説明しています。

２．インプット学習
　テキスト本文において、特に重要な語句については太字で表示しています。ま
た、語句の定義を説明する部分については、色文字で表示をしています。復習時に
サブノートやカードをつくる方は、これらの語句・説明部分を中心に行うとよいで
しょう。

過去５年間における本
試験（第１次試験）の
出題実績です。

出題可能性や内容面な
ど特に重要と考えられ
る箇所を示しています。
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設   例

　基本方針は中小企業基本法の第５条に記されている。これに関して、最も不
適切なものはどれか。 〔R元－13（設問２）改題〕

　ア　経営の革新及び創業の促進を図ること
　イ　経済的社会的環境の変化への適応の円滑化を図ること
　ウ　地域における多様な需要に応じた事業活動の活性化を図ること
　エ　中小企業の経営基盤の強化を図ること

ウ
　中小企業基本法の基本方針は、①経営の革新および創業の促進ならびに
創造的な事業活動の促進、②中小企業の経営基盤の強化、③経済的社会的
環境の変化への適応の円滑化、④資金供給の円滑化および自己資本の充実
の４つである。

解　答

❹▶中小企業者の範囲 
　中小企業者の範囲は、図表2－1－3のように、中小企業基本法第 2条において
業種ごとに資本金額、従業員数が定量的に決められている。資本金額または従業員
数のどちらかの条件が満たされていれば、中小企業者に該当する。

R5 19

R4 18

R3 19

R元 13

　中小企業基本法第５条の基本方針の条文は以下のとおりである。

　一 　中小企業者の経営の革新及び創業の促進並びに創造的な事業活動の促進
を図ること。

　二 　中小企業の経営資源の確保の円滑化を図ること、中小企業に関する取引
の適正化を図ること等により、中小企業の経営基盤の強化を図ること。

　三 　経済的社会的環境の変化に即応し、中小企業の経営の安定を図ること、
事業の転換の円滑化を図ること等により、その変化への適応の円滑化を図
ること。

　四 　中小企業に対する資金の供給の円滑化及び中小企業の自己資本の充実を
図ること。

　※　下線部が、令和４年度第18問（設問３）で出題された。

参　考

●第１章　中小企業政策の基本216

本試験ではどのように
問われるのか確認しま
しょう。（過去問の表示
がないものはTACのオ
リジナル問題です）

３．本試験との関係確認
　テキスト本文の欄外にある R元 6 という表示は、令和元年度第１次試験第６問に
おいて、テキスト該当箇所の論点もしくは類似論点が出題されているということを
意味しています。本試験ではどのように出題されているのか、テキスト掲載の
設   例 や過去問題集等で確認してみましょう。

　また、巻末の「出題領域表」は、
本書の章立てに合わせて出題論点
を一覧表にしたものです。頻出の
論点がひと目でわかるので、効率
的な学習が可能です。

R元 R2

第
１
章

中小企業とは

中小企業の位置づけ

業種別の中小企業の付加価値比
率5
金融機関別中小企業向け貸出残
高の推移11

第
２
章

中小企業白書第１部

企業規模別企業数の比較、業種
別企業数の推移1
常用雇用者数別・設立年別の企
業数の分布、常用雇用者規模別
の「1984年以前」設立企業数
の変化3

中小企業の売上高・営業利益・
総資産・純資産の分布状況、赤
字企業割合の推移4
中小企業の業種別労働生産性の
推移5
開業率と廃業率の推移等、業種
別開廃業率の比較6

第

わが国の生産年齢人口の推移、
従業員規模別・業種別の人材の
未充足率6
実施したOFF-JTの内容、企業
規模別の人材育成・能力開発を
行う際の課題7
新設を行った企業数と買収を行

年齢階層別の経営の担い手数の
比較7
新規融資に占める経営者保証に
依存しない融資の割合、事業承

出題領域表
中小企業経営第１編

適宜、 補 足 参　考

など、補充的な解説
を載せています。
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　中小企業診断士試験は、「第１次試験」と「第２次試験」の２段階で行われます。
　第１次試験は、企業経営やコンサルティングに関する基本的な知識を問う試験で
あり、年齢や学歴などによる制限はなく、誰でも受験することができます。第１次
試験に合格すると、第２次試験へと進みます。この第２次試験は、企業の問題点や
改善点などに関して解答を行う記述式試験（筆記試験）と、面接試験（口述試験）
で行われます。
　それぞれの試験概要は、以下のとおりです（令和５年度現在）。

第１次試験
【試験科目・形式】　７科目（８教科）・択一マークシート形式（四肢または五肢択一）

【受験資格】
　年齢・学歴による制限なし
【実施地区】
　札幌・仙台・東京・名古屋・金沢・大阪・広島・四国（令和５年度は松山）・福
岡・那覇
【合格基準】
⑴総点数による基準
　 総点数の60％以上であって、かつ１科目でも満点の40％未満のないことを基準
とし、試験委員会が相当と認めた得点比率とする。
⑵科目ごとによる基準
　満点の60％を基準とし、試験委員会が相当と認めた得点比率とする。
※ 一部の科目のみに合格した場合には、翌年度および翌々年度の、第１次試験受験の際に、申請
により当該科目が免除されます（合格実績は最初の年を含めて、３年間有効となる）。
※ 最終的に、７科目すべての科目に合格すれば、第１次試験合格となり、第２次試験を受験する
ことができます。

中小企業診断士試験の概要

試験科目 試験時間 配点

第
１
日
目

午前 経済学・経済政策 60分 100点
財務・会計 60分 100点

午後 企業経営理論 90分 100点
運営管理（オペレーション・マネジメント） 90分 100点

第
２
日
目

午前 経営法務 60分 100点
経営情報システム 60分 100点

午後 中小企業経営・中小企業政策 90分 100点
※中小企業経営と中小企業政策は、90分間で両方の教科を解答します。
※ 公認会計士や税理士といった資格試験の合格者については、申請により試験科目の一部免除
が認められています。
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【試験案内・申込書類の配布期間、申込手続き】
　例年５月中旬から６月上旬（令和５年度は4/27～5/31）
【試験日】　例年８月上旬の土日２日間（令和５年度は8/5・6）
【合格発表】　例年９月上旬（令和５年度は9/5）
【合格の有効期間】
　第１次試験合格（全科目合格）の有効期間は２年間（翌年度まで）有効。
　第１次試験合格までの、科目合格の有効期間は３年間（翌々年度まで）有効。

第２次試験 《筆記試験》
【試験科目】　４科目・各設問15～200文字程度の記述式

【受験資格】
　第１次試験合格者
　※第１次試験全科目合格年度とその翌年度に限り有効です。
　※ 平成12年度以前の第１次試験合格者で、平成13年度以降の第２次試験を受験していない場合

は、１回に限り有効です。

【実施地区】
　札幌・仙台・東京・名古屋・大阪・広島・福岡
【試験案内・申込書類の配布期間、申込手続き】
　例年８月下旬から９月中旬（令和５年度は8/25～9/19）
【試験日】　例年10月下旬の日曜日（令和５年度は10/29）
【合格発表】　例年12月上旬（令和５年度は令和６年1/11）
　※筆記試験に合格すると、口述試験を受験することができます。
　※口述試験を受ける資格は当該年度のみ有効です（翌年への持ち越しはできません）。

 第１次試験のポイント
①全７科目（８教科）を２日間で実施する試験である
② 科目合格制が採られており基本的な受験スタイルとしては７科目一括合格を
目指すが、必ずしもそうでなくてもよい（ただし、科目合格には期限がある）

試験科目 試験時間 配点

午前
中小企業の診断及び助言に関する実務の事例Ⅰ 80分 100点

中小企業の診断及び助言に関する実務の事例Ⅱ 80分 100点

午後
中小企業の診断及び助言に関する実務の事例Ⅲ 80分 100点

中小企業の診断及び助言に関する実務の事例Ⅳ 80分 100点
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第２次試験 《口述試験》
【試験科目】　筆記試験の出題内容をもとに４～５問出題（10分程度の面接）
【試験日】　例年12月中旬の日曜日（令和５年度は令和６年1/21）
【合格発表】　例年12月下旬（令和５年度は令和６年1/31）

　〔備考〕実務補習について
　中小企業診断士の登録にあたっては、第２次試験に合格後３年以内に、「診断
実務に15日以上従事」するか、「実務補習を15日以上受ける」ことが必要とな
ります。
　この診断実務への従事、または実務補習を修了し、経済産業省に登録申請する
ことで、中小企業診断士として登録証の交付を受けることができます。

中小企業診断士試験に関するお問合せは

一般社団法人 中小企業診断協会（試験係）
〒104-0061 東京都中央区銀座1-14-11 銀松ビル５階
ホームページ https://www.j-smeca.jp/　
TEL 03-3563-0851　FAX 03-3567-5927

 第２次試験のポイント
①筆記試験と口述試験の２段階方式で行われる
② 基本的な学習内容としては１次試験の延長線上にあるが、より実務的な事例
による出題となる
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＜中小企業経営＞
　中小企業経営は、過去の本試験を分析すると、中小企業白書からの出題が８～９
割程度を占め、前年版（2024年合格目標であれば2023年版）からの出題となっ
ております。したがって、何を差し置いても中小企業白書（前年版）の学習が欠か
せないことになります。
　中小企業白書（および小規模企業白書）は、統計調査（２次データ）の図表から
の出題が中心となります。図表については細かい数値も多く、特に初学者の方にと
っては覚えにくいかもしれませんが、学習の初期段階では気にする必要はありませ
ん。「増加・減少」「横ばい」「上昇・低下」といった、大まかな傾向を把握するこ
とに努めてください。
　また、規模別の特徴（大企業・中小企業・小規模事業者の比較）や業種別の特徴
（製造業・卸売業・小売業・サービス業等の比較）もよく問われますので、比較す
る意識をもつと効果的でしょう。
　なお、アンケート調査（１次データ）については、細かい数値が問われることは
ありません。最も多い項目を中心に覚えると効果的です。

＜中小企業政策＞
　中小企業政策は、中小企業基本法や中小企業等経営強化法など、頻出論点がはっ
きりしています。本テキストの欄外の過去問表示や、巻末の出題領域表を参考に、
頻出論点から優先的に取り組んでください。極端にいえば、過去５年間で１度も出
題されていない施策は、学習時間が確保できなければ捨てても構いません。メリハ
リを意識して学習すると効果的です。
　また、施策は、大きく分けると「法律」と「事業（制度）」に分かれます。前者
は、本テキストにスキームが記載されているものは、優先的にスキームを覚えてく
ださい。後者は、「誰が（実施機関）」、「誰に（支援対象）」、「何を（補助金、融資、
信用保証等）」、「どのように（貸付条件等）」、「何の目的で（資金調達、新事業活動
促進等）」といった観点を意識して学習すると効果的です。

中小企業経営・政策を学習するにあたってのポイント
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◇ 中小企業・小規模企業者の定義はどのようなものか。
◇  中小企業・小規模事業者は我が国全体の企業数・事業所数のどの程度を占める
のか。

◇ 中小企業や小規模事業者の数はどのように推移しているのか。
◇ 産業別規模別の売上高および付加価値額はどのようになっているか。
◇ 中小企業の経営指標にはどのような特徴があるのか。
◇ 中小企業向け貸出残高はどのように推移しているか。

中小企業とは

中小企業の位置づけ

中小企業の定義

中小企業の強みと弱み

企業数、従業者数、開廃業率

産業別規模別の売上高および付加価値額

中小企業の経営指標など

！ 本章のポイント

本章の
体系図

第１章　中小企業概論
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1 中小企業とは

　中小企業の経営特性を理解するうえでは、まず中小企業とはどのような企業であ
るのかを知る必要がある。国の政策の対象となる中小企業の範囲は、中小企業基本
法の定義により定量的に定められている。また、中小企業には、定性的な特徴が見
られる。よって、中小企業の類型、中小企業の強みと弱みを整理することで、中小
企業の本質を理解する。

 1 中小企業の定義
　中小企業の範囲を規定する場合、我が国では、中小企業基本法第２条第１項にお
いて、資本金規模、従業員規模を基準として大企業との定量的な区分がされてい
る。また、法的な定義ではないが、定性的な中小企業の特徴を見ることで、中小企
業とはどのような企業かが理解できる。

❶▶中小企業基本法による定量的な定義 
　中小企業基本法では、中小企業の定義を業種別に図表1－1－1のように資本金額
と従業員数の基準を定めている。

図表 ［1－1－1］　中小企業基本法による中小企業の定義

現在の定義

製造業、建設業、運輸業など
資本金３億円以下または
従業員数300人以下

卸売業
資本金１億円以下または
従業員数100人以下

小売業、飲食店
資本金５千万円以下または
従業員数50人以下

サービス業
資本金５千万円以下または
従業員数100人以下

　なお、中小企業基本法では、小規模企業者を、常時使用する従業員の数が20人
以下（商業（卸売業、小売業、飲食店）・サービス業は５人以下）の事業者と定義
している。中小企業と異なり、従業員数のみで判断する（資本金額は考慮しない）。
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❷▶中小企業の定性的な特徴 
　中小企業の定性的な特徴は、大企業と比較した相対的なものであり、すべての中
小企業にあてはまるとはいえないが、次のようなものがある。

1 所有と経営の非分離
　所有と経営の分離は、株式会社の特徴のひとつである。しかしながら、中小企業
においては、株式会社形態を採っていても、少数の株主が株式を所有しており、さ
らにその株主が経営者となって経営を行っている場合が多い。

2 資金調達の非公開性
　事業規模の小さい中小企業は、証券市場への上場基準を満たさない企業が多く、
直接金融（株式や社債の発行など）の面で不利である。

図表 ［1－1－2］　企業の資金調達の方法

外部金融

内部金融

借 入 金

企業間信用

有価証券

内部留保

減価償却費

手形借入
証書借入
手形割引
当座借越

買 掛 金
支払手形

社　　債
コマーシャル・ペーパー（ＣＰ）
株　　式

他人資本

株主資本
（自己資本）

（出所：小川正博他著『21世紀中小企業論（第4版）』有斐閣、2022年、p.289）

3 事業活動の地域性
　大企業に比べ、活動範囲（地域）が比較的狭い範囲に限定されている。

4 特徴的な存立分野
　中小規模の企業であるがゆえに、規模の経済性が大きく作用する分野には参入が
きわめて困難である。最低必要資本量が少額で済み、需要が小さく、または需要が
均質化せず、多様で変化が激しい分野ほど、規模の経済性が働きにくく、中小企業
の参入や存立が可能となる。
　大企業の下請や部品加工を行う電子部品・機械・金属関連、地場産業に多い食料
品、衣料、家具などの分野に中小企業が多く存立している。
　特に、家族労働中心で事業主とその家族の生活基盤の維持に重点を置くものを生
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業的経営という。

5 経営者への高依存度
　企業としての規模が小さいため、階層的な管理組織を作る必要性が低い。そし
て、階層的な組織でないために、中小企業では経営者の裁量の余地が大きく、環境
変化への対応の意思決定を経営者に大きく依存することになる。

6 従業員の役割の増大
　中小企業は使用できる資本が少ないため、雇用できる従業者数にも限界がある。
そのため、中小企業で働く従業者は、特定の業務に専門化することができず、周辺
的・関連的業務も含めて多能化することになる。

7 外部経営資源への高依存度
　規模が小さい中小企業は中核的な機能に専門化し、補完的な業務を内部化するこ
とは困難なため外部経営資源に大きく依存する。しかし、経済環境の変化が激しい
分野では、補完的な業務を内部化するより外部に依存したほうがむしろ有利にな
る。

8 擬似資本
　我が国の中小企業金融の特徴として擬似資本が多いことがあげられる。擬似資本
とは、金融機関からの借入金の一部の借換え等により、実質的に返済資金を調達す
る必要がなく中小企業にとって資本的性格を有する資金のことであり、中小企業の
自己資本を補完しているといわれている。

 ２ 中小企業の強みと弱み
　中小企業は規模が小さいということから、弱さや不完全さのイメージをもつかも
しれないが、同時に大企業にない強みももっている。

❶▶中小企業の強み 
　中小企業の強みとしては以下のようなものがある。

1 意思決定の迅速性
　中小企業の特長として、オーナー経営者が多いため、意思決定に対する他からの
制約が少なく、意思決定を大胆に、迅速に行うことができる。

2 企業内のコミュニケーションの緊密性
　規模が小さいことから、経営トップと従業員、従業員間の人間関係が密であり、
意思の疎通がスムーズである。

5

1　中小企業とは  



❷▶中小企業の弱み 
　中小企業の弱みは、なんといっても経営資源の質･量が不十分なことである。そ
れにより、直接金融による資金調達の困難性と借入金依存度の高さ、人材確保の困
難、情報収集力の弱さ、後継者難などの弱みがある。

設   例

　中小企業経営の共通の特質として、最も不適切なものはどれか。
 〔H21－11改題　ア～ウ、オ省略〕

エ　人的資源の不足を補うため、階層的な管理組織を形成する必要性が高い。

エ
　中小企業は規模が小さく階層的な管理組織を作る必要性が低いため、誤
りである。

解　答
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　中小企業が、我が国の経済・産業に与える影響には大きなものがある。その影響
力を企業数、従業者数、経営指標などの各種統計資料により概観していく。試験対
策としては、特徴的な傾向を覚えればよく、すべての数値を覚える必要はない。

2 中小企業の位置づけ

 １ 企業数、従業者数
❶▶企業数（2016年） 
　中小企業の数は約360万者で、全企業数の99.7％を占めている（大企業は0.3％
しかない）。その他のポイントは以下のとおりである（図表1－1－3参照）。

＜中小企業＞
①　最も多い業種は「小売業」である。
②　業種別に多い順に並べると、「小売業」⇒「宿泊業、飲食サービス業」⇒
「建設業」⇒「製造業」となる。

＜小規模企業＞
①　小規模企業の数は約300万者で、全企業数の84.9％（８割強）を占めてい
る。

②　業種別に多い順に並べると、「小売業」⇒「宿泊業、飲食サービス業」⇒
「建設業」⇒「生活関連サービス業、娯楽業」となる。

R5 2

R2 2

R元 4

設   例

　総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」に基づき、産業
別に中小企業数を比較した場合、多いものから少ないものへと並べた組み合わ
せとして、最も適切なものを下記の解答群から選べ。ここで企業数は会社数と
個人事業所の合計とする。 〔H26－2改題〕

a　建設業　　b　製造業　　c　小売業
〔解答群〕
　ア　a　建設業　－　b　製造業　－　c　小売業
　イ　a　建設業　－　c　小売業　－　b　製造業
　ウ　b　製造業　－　a　建設業　－　c　小売業
　エ　b　製造業　－　c　小売業　－　a　建設業
　オ　c　小売業　－　a　建設業　－　b　製造業
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オ
　中小企業・小規模企業を問わず、企業数が最も多いのは小売業である。
それさえ知っていれば、ピンポイントでオを選べる。

解　答

図表 ［1－1－3］　 産業別規模別企業数 
（民営、非一次産業、2012年、2014年、2016年）

（1）企業数（会社数＋個人事業者数）
中小企業

うち小規模企業
産　業 年 企業数 構成比（％） 企業数 構成比（％）

鉱業、採石業、砂利採取業
2012 1,676 99.9 1,489 88.7
2014 1,454 99.7 1,284 88.1
2016 1,310 99.7 1,138 86.6

建設業
2012 467,119 99.9 448,293 95.9
2014 455,269 99.9 435,110 95.5
2016 ③430,727 99.9 ③410,820 95.3

製造業
2012 429,468 99.5 373,766 86.6
2014 413,339 99.5 358,769 86.4
2016 ④380,517 99.5 327,617 85.7

電気・ガス・熱供給・水道業
2012 657 96.1 410 59.9
2014 1,000 97.2 708 68.8
2016 975 96.9 699 69.5

情報通信業
2012 44,332 98.9 29,558 65.9
2014 45,254 98.8 29,993 65.5
2016 42,454 98.7 27,782 64.6

運輸業、郵便業
2012 74,316 99.7 55,287 74.2
2014 73,136 99.7 53,255 72.6
2016 67,220 99.7 48,326 71.6

卸売業、小売業

卸売業・小売業計
2012 919,671 99.6 751,845 81.4
2014 896,102 99.5 712,939 79.2
2016 831,058 99.5 659,141 78.9

卸売業
2012 225,599 99.3 163,713 72.1
2014 227,908 99.3 162,533 70.8
2016 207,986 99.3 146,481 69.9

小売業
2012 694,072 99.7 588,132 84.4
2014 668,194 99.6 550,406 82.1
2016 ①623,072 99.6 ①512,660 81.9

金融業、保険業
2012 30,184 99.2 29,187 95.9
2014 29,959 99.1 28,821 95.4
2016 27,338 99.0 26,180 94.8

不動産業、物品賃貸業
2012 325,803 99.9 318,962 97.8
2014 319,221 99.9 311,568 97.5
2016 299,961 99.9 292,610 97.4

学術研究、専門・技術サービス業
2012 185,730 99.7 159,400 85.6
2014 188,455 99.7 160,861 85.1
2016 181,763 99.6 154,892 84.9

宿泊業、飲食サービス業
2012 543,543 99.9 475,183 87.3
2014 544,281 99.9 464,989 85.3
2016 ②509,698 99.9 ②435,199 85.3

生活関連サービス業、娯楽業
2012 383,059 99.9 357,806 93.3
2014 382,304 99.9 353,250 92.3
2016 363,009 99.8 ④337,843 92.9

教育、学習支援業
2012 103,867 99.9 92,619 89.1
2014 107,479 99.9 94,409 87.7
2016 101,663 99.9 88,993 87.4
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中小企業
うち小規模企業

産　業 年 企業数 構成比（％） 企業数 構成比（％）

医療、福祉
2012 195,088 99.9 140,484 71.9
2014 210,326 99.9 146,427 69.5
2016 207,043 99.9 143,291 69.1

複合サービス事業
2012 3,476 100.0 3,461 99.5
2014 3,492 100.0 3,478 99.6
2016 3,375 100.0 3,360 99.5

サービス業（他に分類されないもの）
2012 144,945 99.4 105,064 72.0
2014 138,157 99.3 96,393 69.3
2016 130,065 99.2 90,499 69.0

非１次産業計
2012 3,852,934 99.7 3,342,814 86.5
2014 3,809,228 99.7 3,252,254 85.1
2016 3,578,176 99.7 3,048,390 84.9

資料： 総務省「平成26年経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「平成24年、28年経済センサス－活動調査」再編
加工

（注） 1. 　数値は、2012年は2012年２月時点、2014年は2014年７月時点、2016年は2016年６月時点のものである。
 2. 　会社以外の法人および農林漁業は含まれていない。
 3. 　企業の規模区分については、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）による。
 4. 　3.の条件の区分では、中小企業基本法以外の中小企業関連法令において中小企業または小規模企業として扱われ

る企業の数が反映されている。
 5. 　小規模企業の構成比は全企業数に占める割合とする。
 6. 　産業分類は、2013年10月改訂のものに従っている。

（『中小企業白書2023年版』中小企業庁編　p.Ⅲ-12、15をもとに作成）

❷▶企業数（2012年、2014年、2016年の推移） 
　「非１次産業計」の企業数は、中小企業・小規模企業ともに、2012年、2014年、
2016年の間、一貫して減少している。以下、ポイントを記す（図表1－1－3参照）。

＜中小企業＞
①　2012年、2014年、2016年の間、一貫して増加している業種はない。
②　2012年と2016年を比較して増加しているのは「医療、福祉」と「電気・
ガス・熱供給・水道業」である。

③　2012年、2014年、2016年の間、一貫して減少しているのは「鉱業、採石
業、砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「運輸業、郵便業」、「小売業」、「金融
業、保険業」、「不動産業、物品賃貸業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「サ
ービス業（他に分類されないもの）」である。

＜小規模企業＞
①　2012年、2014年、2016年の間、一貫して増加している業種はない（中小
企業と同じ）。
②　2012年と2016年を比較して増加しているのは「医療、福祉」と「電気・
ガス・熱供給・水道業」である（中小企業と同じ）。

③　2012年、2014年、2016年の間、一貫して減少しているのは「鉱業、採石
業、砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「運輸業、郵便業」、「小売業」、「金融
業、保険業」、「不動産業、物品賃貸業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「サ
ービス業（他に分類されないもの）」に加えて（ここまでは中小企業と同じ）、

R元 1
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「卸売業」、「宿泊業、飲食サービス業」となっている。

❸▶従業者数（2016年） 
　中小企業の従業者数は約3,200万人で、総数の68.8％（約７割）、小規模企業の
従業者数は約1,000万人で、総数の22.3％（約２割）となっている。その他のポ
イントは以下のとおりである（図表1－1－4参照）。

＜中小企業＞
①　従業者の数が多い順に並べると、「製造業」⇒「小売業」⇒「宿泊業、飲食
サービス業」⇒「建設業」となる。

②　構成比（その業種における従業者総数合計に占める中小企業の従業者総数の
割合のこと）は、「医療、福祉」が最も高く、次いで「建設業」が高い。

　なお、過去に都道府県別（東京、愛知、大阪）の「会社（の常用雇用者数）と個
人事業所の従業者総数に占める中小企業の割合」が問われたことがあるが、図表1
－1－5に見るように、愛知県→大阪府→東京都という順番が正解となる（小規模
企業でも同じ順番である）。47都道府県において、中小企業の割合が最も低いのは
東京都である（小規模企業でも東京都が最も低い）。

＜小規模企業＞
①　従業者の数が多い順に並べると、「建設業」⇒「製造業」⇒「小売業」⇒
「宿泊業、飲食サービス業」となる。
②　構成比（その業種における従業者総数合計に占める小規模企業の従業者総数
の割合のこと）は、「建設業」が最も高く、次いで「不動産業、物品賃貸業」
が高い。

＜補足＞
　小規模企業を問われた場合、建設業の位置づけが高くなると考えればよい。

R4 1

R2 1

●第１章　中小企業概論10



中小企業診断士　2024年度版
最速合格のためのスピードテキスト　７　中小企業経営・中小企業政策

発行日　2022 年 12 月 25 日
　　　　初版発行
編著者　TAC株式会社（中小企業診断士講座）
発行者　多田敏男
発行所　TAC株式会社　出版事業部　（TAC出版）
　　　　〒101-8383　東京都千代田区神田三崎町3-2-18

　　　　電話（営業）　 03-5276-9492
　　　　FAX　　　　　03-5276-9674
                      　　　　https://bookstore.tac-school.co.jp/

Ⓒ TAC　2023

管理コード　　10820P-00

〈ご注意〉

　 本書は，「著作権法」によって，著作権等の権利が
保護されている著作物です。本書の全部または一部
につき，無断で複製（コピー），転載，改ざん，公衆送
信（ホームページなどに掲載すること（送信可能化）
を含む）されると，著作権等の権利侵害となります。
上記のような使い方をされる場合，および本書を使
用して講義・セミナー等を実施する場合には，小社宛
許諾を求めてください。


	第１編　中小企業経営
	第１章　中小企業概論
	1 中小企業とは
	1 中小企業の定義
	２ 中小企業の強みと弱み

	2 中小企業の位置づけ
	１ 企業数、従業者数
	２ 開廃業率
	３ 産業別規模別売上高および付加価値額
	４ 中小企業の経営指標
	５ 金融機関別中小企業向け貸出残高


	第２章　 中小企業白書2023年版第１部　令和４年度（2022年度）の中小企業の動向
	1 中小企業・小規模事業者の動向
	1 我が国経済の現状
	2 中小企業・小規模事業者の現状
	3 雇用の動向
	4 物価・為替の動向
	5 サプライチェーンの混乱と調達遅れの状況

	2 激変する外部環境と中小企業の取組
	1 感染症流行による影響と新たな取組
	2 中小企業・小規模事業者のカーボンニュートラル

	3 中小企業の実態に関する構造分析
	1 企業間取引・価格転嫁の現況
	2 賃金の現況
	3 生産性の現況
	4 地域の包摂的成長

	4 中小企業におけるイノベーション
	1 中小企業におけるイノベーションの実態
	2 中小企業におけるイノベーションの効果
	3 中小企業におけるイノベーションの課題

	5 地域内の企業立地
	1 企業立地の動向
	2 地域経済の持続的発展に向けた自治体による企業誘致の取組


	第３章　 中小企業白書2023年版第２部　変革の好機を捉えて成長を遂げる中小企業
	1 成長に向けた価値創出の実現
	1 成長に向けた戦略
	2 成長に向けた戦略実行を牽引する経営者
	3 成長に向けた経営者の戦略実行を支える内部資源・体制
	4 成長に向けた海外展開

	2 新たな担い手の創出
	1 事業承継・M＆A
	2 起業・創業

	3 中小企業・小規模事業者の共通基盤
	1 取引適正化と価格転嫁
	2 中小企業のデジタル化推進に向けた取組
	3 支援機関における能力向上と連携、経営力再構築伴走支援


	第４章　 小規模企業白書2023年版第２部　地域課題を解決し、持続的な発展を遂げる小規模事業者
	1 地域の持続的発展を支える事業者（地域課題解決等）
	1 地域課題の解決に取り組む事業者の実態
	2 地域課題の解決に取り組む事業者の連携
	3 地域を支える商店街および小規模事業者



	第２編中小企業政策
	第１章　中小企業政策の基本
	1 中小企業基本法
	１ 中小企業基本法の概要
	２ 小規模企業活性化法（通称）

	2 小規模基本法（小規模企業振興基本法）
	１ 概要
	２ 基本方針
	３ 基本計画（小規模企業振興基本計画）

	3 中小企業憲章
	１ 基本理念
	２ 基本原則、行動指針


	第２章　中小企業施策
	1 資金供給の円滑化および自己資本の充実
	１ 資金供給の円滑化・多様化
	２ 自己資本の充実
	３ 中小企業関連税制

	2 中小企業等経営強化法による支援
	1 中小企業等経営強化法の概要
	２ 創業支援
	３ 経営革新支援
	４ 経営力向上支援
	５ 事業継続力強化支援

	3 新たな事業展開支援
	１ 地域未来投資促進法に基づく支援
	２ 農商工等連携促進法に基づく支援
	３ 伝統的工芸品産業の振興に関する法律（伝産法）による支援
	４ 中小企業等事業再構築促進事業

	4 経営基盤の強化
	１ 経営資源の確保
	２ 連携・共同化の推進
	３ 中心市街地活性化法（中心市街地の活性化に関する法律）
	４ 中小商業の振興
	５ 労働対策
	６ 下請取引の適正化・下請中小企業の振興

	5 環境変化への対応
	１ 経営安定対策

	6 中小企業の事業承継および再生支援
	１ 経営承継円滑化法に基づく事業承継支援
	２ その他の事業承継支援
	3 産業競争力強化法に基づく再生支援
	4 その他の再生支援

	7 小規模企業対策
	１ 小規模事業者支援法
	２ 小規模企業共済制度
	３ 小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経融資）
	４ 小規模事業者持続化補助金


	第３章　中小企業政策の変遷
	1 中小企業政策の変遷
	１ 中小企業政策の変遷の概要
	２ 主要な法律の制定年等
	３ 中小企業政策の変遷



	出題領域表
	参考文献一覧
	索引
	奥付



